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「乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画」を策定しました 

－乗鞍岳火山噴火時の土砂災害による被害軽減のために－ 

 

北陸地方整備局及び長野県、岐阜県では、乗鞍岳火山噴火に伴い想定される土砂災害の被

害軽減を目的として、「乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会」を設立し、平成２９

年度より検討を行ってきました。 

ここでの審議を踏まえ、令和２年３月２６日に「乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画」を策

定しましたのでお知らせします。 

 

○計画の概要 

乗鞍岳の噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト対策からなる緊急対策を

迅速かつ効果的に実施し、被害をできる限り軽減（減災）するための対応方針をまとめたもので

す。 

○対象とする現象 

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画で対象とする現象は、降灰後の土石流及び融雪型火

山泥流としています。 

○主な対策工法（案） 

 仮設堰堤工（コンクリートブロック積み）や仮設導流堤など 

 

「乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画」は下記のアドレスから見ることができます。 

アドレスはこちら 

http://www.hrr.mlit.go.jp/matumoto/index.html 

記者発表資料 

令和２年４月８日 

配布をもって解禁 

－配布先－ 

 【長野県側】松本市政記者クラブ 

         その他専門紙 

【岐阜県側】岐阜県県政記者クラブ 

【問い合わせ先】 

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会 

 事務局 国土交通省松本砂防事務所 

TEL０２６３－３３－１１１５ 

副所長（技術） 渡邉 剛（わたなべ つよし）(内線 204) 

建設専門官  谷保 和則（たにほ かずのり）（内線 401） 
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「乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会」 委員名簿 

（令和２年３月時点） 

(学識者) 

平松 晋也      信州大学 農学部 教授 

山田  孝       北海道大学大学院 農学研究院 教授 

堤  大三      三重大学 大学院 生物資源学研究科 教授 

及川 輝樹      産業技術総合研究所 活断層･火山研究部門 

火山活動研究グループ 主任研究員 

(国) 

西川 晃由      林野庁 中部森林管理局 中信森林管理署 署長 

和佐 英仁      林野庁 中部森林管理局 飛騨森林管理署 署長 

西脇  誠       気象庁 地震火山部 火山課 火山監視・情報センター 所長 

藤田 宗一      気象庁 長野地方気象台 防災管理官 

伊藤  等       気象庁  岐阜地方気象台 防災管理官 

福田 光生        北陸地方整備局 河川部 地域河川調整官 

石田 孝司        北陸地方整備局 松本砂防事務所 事務所長 

浅井 誠二        北陸地方整備局 神通川水系砂防事務所 事務所長 

島崎  誠         中部地方整備局 河川部 河川計画課 総合土砂管理官 

植野 利康        中部地方整備局 多治見砂防国道事務所 事務所長 

 

(県) 

柳沢 秀信      長野県 危機管理部 危機管理防災課 課長 

藤本  済       長野県 建設部 砂防課 課長 

小野 浩美      長野県 松本地域振興局 局長 

藤池  弘       長野県 松本建設事務所 所長 

宮前 良一        岐阜県 危機管理部 危機管理政策課 山岳遭難・火山対策室 室長 

広瀬 隆男        岐阜県 県土整備部 砂防課 課長 

青木 一也        岐阜県 飛騨県事務所 所長 

奥田 雅之        岐阜県 高山土木事務所 所長 

 

(市) 

遠藤 隆政        松本市 危機管理部 危機管理課 課長 

都竹 茂樹        高山市 総務部 危機管理課 課長 

 

（事務局） 

国土交通省 北陸地方整備局 松本砂防事務所 
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乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会
（事務局：国土交通省松本砂防事務所）
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乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画 [1/3]

２．対象とする土砂移動現象
緊急減災対策で対象とする現象は、降灰後の土石流、融雪型火山泥流とする。

１．乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画

• 想定現象：マグマ噴火
（過去1万年前におきた最大規模）

• 降 雨 ：100年超過確率規模
• 対策対象：降灰厚が10cm以上となる土石流

危険渓流のうち、保全対象が被災する可能性
のある渓流（12箇所）

融雪型火山泥流

噴火に伴う高温の噴出物が、積雪を急速に解か
し、それによって発生した大量の水が周辺の土
砂をまき込みながら流下する現象。

1926 年十勝岳噴火に伴った融雪型火山泥流の跡
（出典：上富良野町郷土館

大正15年十勝岳大爆発記録写真集、1980）

降灰後の土石流

火山灰等が堆積した山腹斜面への降雨に伴い発
生する現象。
少量の降雨でも起こり、噴火終了後も数年間程
度、継続して発生することがある。

三宅島2000年噴火後に発生した土石流
（撮影：アジア航測(株)）

• 想定現象：火砕流
（想定マグマ200万㎥、火砕流温度800度）

• 積 雪 ：年間最大積雪量を標高別に設定
(剣ヶ峰山頂で3.5m, 密度0.35g/cm3)

• 対策対象：上記火砕流の流下が想定される5
方向で想定し、保全対象が被災する可能性あ
る箇所（2河川）

３．緊急対策の考え方
噴火に伴う土砂移動現象から、流動深50cm以上と想定される保全対象への被
害をできる限り軽減（減災）することを基本方針とする。
限られた時間と資機材を用いて、緊急ハード・ソフト対策を組み合わせて柔軟
に対応する。また、計画は理想形であり、対策着手しても100%守れるわけで
はないことに留意する。
緊急時の対応の実効性向上に向けて、平常時からの準備（資機材の備蓄、情報
伝達・共有手段の確認、訓練など）を実施する。

参考資料－２

乗鞍岳は、長野県と岐阜県との県境に位置する活火山であ
る。これまで乗鞍岳の噴火による被害の記録は残されていな
いが、将来の噴火に備える必要がある。

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画は、いつどこで起こ
るか想定が難しい、乗鞍岳の噴火に伴い発生する土砂災害に
対して、ハード対策とソフト対策からなる緊急対策を迅速か
つ効果的に実施し、被害をできる限り軽減（減災）すること
により、安心で安全な地域づくりに寄与するものである。 乗鞍岳の想定火口付近（南西方向より撮影）

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会
（事務局：国土交通省松本砂防事務所）
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６．緊急ハード対策 実施機関：長野県、岐阜県 ※要請があれば国土交通省も支援

土砂移動の氾濫・流体力をできる限り減少させ、保全対象付近で、流動深さ
50㎝以上と想定される被災人家を無対策時より低減させるほか、避難対策支
援として最低限の避難路の確保ができるようにする。
対策工法として、柔構造物工、コンクリートブロック積み仮設堰堤工や仮設導
流堤工などを実施する。
対策実施に際しては、無人化施工も視野に入れて検討する。
緊急ハード対策は限られた時間、資機材による対策であり、対応可能な現象・
規模には限界があることに留意する。

５．緊急ソフト対策 実施機関：長野県、岐阜県

７．実効性向上に向けた取り組み
• 関係機関での役割分担を確認しつつ、継続的な連携・情報共有が必要である。
• 火山防災協議会と連携し、火山噴火を想定した防災演習の実施、防災教育や広

報活動等を行い、乗鞍岳における火山の知識と防災向上に努める。
• 最新の対策工法や監視・観測技術等を活用し、技術開発の推進を図る。

仮設堰堤工柔構造物工 仮設導流堤工

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画 [2/3]

• 監視・観測機器の緊急的な設置
(目的)
・緊急ハード対策施工時の安全管理体制の構築

なお、監視情報は火山防災協議会と情報を共有
する。 乗鞍岳における緊急ソフト対策のイメージ

４．緊急調査(土砂災害防止法に基づく調査）実施機関：国土交通省北陸地方整備局

火山活動が活発化した際に、状況を把握し緊急対策を行うための基礎資料を得
るための緊急調査を実施する。調査結果は関係機関と情報共有する。
例えば、国土交通省が土砂災害防止法に基づき降灰調査やリアルタイムハザー
ドマップ作成などを行う。

乗鞍岳における緊急ハード対策の工種例

仮設防護柵工

緊急ハード対策実施の判断が確実に行える
とともに、工事の安全管理として土砂移動
発生検知のための監視・観測機器を設置す
る。
火山活動の推移に応じて、以下を中心に実
施する。

※要請があれば国土交通省も支援
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降灰後の土石流影響範囲

【黍生(きびゅう）】
・対象現象：降灰後の土石流

小八賀川（こはかがわ）
【丹生川町（にゅうかわまち）】
・対象現象：融雪型火山泥流

【野麦（のむぎ）】
・対象現象：降灰後の土石流

【平湯（ひらゆ）】
・対象現象：降灰後の土石流

【乗鞍高原（のりくらこうげん）】
・対象現象：降灰後の土石流

前川（まえかわ）
【小大野川（こおおのがわ）】
・対象現象：融雪型火山泥流

【阿多野郷（あだのごう）】
・対象現象：降灰後の土石流

【白骨温泉（しらほねおんせん）】
・対象現象：降灰後の土石流

【乗鞍岳噴火に伴う土砂移動への緊急減災対策実施予定箇所(案)】

乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画 [3/3]
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